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過去の災害における被災経験を踏まえて，発災後の各種対応の拠点となる施設間の接続性を確保するこ

との重要性が強く認識されている．一方で，各種対応の迅速性を考えると，それら施設間は可能な限り短

い距離の経路で接続されていることが望ましい．本研究では以上のような要請を満たす道路ネットワーク

の接続性評価法を提案するものである．具体的には，危険箇所にのみ着目していた既存手法に k 番目経路
探索の考え方を導入することで手法の改良・拡張を行った．提案手法を単純仮想ネットワークに適用した

結果，本提案手法によって，接続性を確保しつつ距離の条件も満足させ，発災後の災害対応の確実性と迅

速性を両立させるような防災対策の検討に資する評価が可能であることを確認した． 
 

     Key Words: vulnerability, connetivity, weakness on the road, disaster prevention base, earthquake dis-
aster 

 
 
1. はじめに 
 
我が国では，度重なる地震被害を受けて，重要な道路

の走行性を確保することの重要性が強く認識されている． 
平成7年1月17日5時46分に発生した兵庫県南部地震で

は，高速道路，鉄道などの高架構造物の倒壊，沿道建物

の倒壊，路面倒壊などによって，道路容量が著しく減少

し，避難活動，救急・救助活動，救援活動，復旧・復興

活動等に関連して平時とは異なる交通需要が発生した．

しかし，わが国の東西交通を担う主要幹線が被害を受け

ていたことから，発災翌日の18日に，これを補う形で東
西2ルートの緊急輸送ルートを設定したが，緊急車両の
みに通行を規制することは事実上困難であった．この教

訓1)を踏まえ，今日では緊急輸送を円滑に実行するため

の道路ネットワークとして緊急輸送道路2)が表-1のよう

な位置付けで指定されている． 
平成23年3月11日14時46分に発生した東北地方太平洋

沖地震では，強い地震動に加え，巨大な津波による甚大

な被害が発生した．発災翌日からは，救命・救援ルート

確保のため，東北地方の内陸部を南北に貫く東北自動車

道と国道4号から，沿岸部に伸びる国道を車両が通行で
きるだけのルートを切り開く道路啓開が実行された3)．

この経験から，近い将来発生が予測される東海・東南

海・南海地震等，南海トラフを震源とする巨大地震に備

え，救援・救護活動，円滑な緊急輸送，復旧・復興を見

据えた道路啓開オペレーション計画について，中部版く

しの歯作戦が策定されている4)． 
以上のように，災害後の様々な交通需要に対応するた

めの核となる道路の選定や，発災後の道路啓開について

の検討が進められるなど，我が国の道路防災は過去の被

表-1 緊急輸送道路の種別とその位置づけ 

 

種別 位置づけ

第1次 高規格幹線道路，一般国道等の広域的な重要路
線及びアクセス道路で輸送の骨格をなす道路

第2次 第1次緊急輸送道路と市町村役場及び重要な拠点
を結ぶ道路

第3次 第1次，第2次緊急輸送道路と市町村役場支所を
結ぶ道路及びその他の道路
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災経験を踏まえて進展してきた．しかし，これら対策で

は十分対応できないような事態も近年発生している．平

成28年熊本地震では，九州自動車道に架かる跨道橋が落
橋し，緊急輸送道路が寸断された事例5)など，緊急輸送

道路が通行不能となる事例が発生した．この事例は，道

路網の中で特に重要度が高く，優先的に防災対策が実施

されている緊急輸送道路等の高水準の道路でも，地震時

に通行不能となる可能性は否定できないこと示している． 
道路施設には，沿道建物，盛土や斜面，橋梁など，災

害によって損傷することで通行性を悪化させ，最悪の場

合には通行不能としてしまう要素が多数含まれている．

災害時に重要な道路の走行性を確保し，各種災害対応の

ための拠点施設を相互に連結するためには，これら道路

施設に対する適切な対策の実施が必要となる．このため

には，どの道路でどのような道路施設の被害が発生しや

すいのかを捉えることができれば，優先的な対策箇所を

見出すことができると考えられる．しかし，自然災害外

力を受けた時の道路施設の被害率に関する研究はこれま

でに多く実施されているものの，被害の要因は未だ全て

が解明されたとはいえず，道路施設の被害確率を把握す

ることは容易ではない．このことから，事象の生起確率

には重きを置かず，事象が発生した際の影響の大きさに

着目するということが，道路施設の災害に対する維持管

理の1つの方向性として考えられる．交通ネットワーク
の研究分野では，この方向性としてネットワーク脆弱性

の考え方が提案されている6),7),8)．  
 以上のような背景を踏まえ，筆者らは道路施設の被害

確率ではなく，その道路施設が有する災害に対して脆弱

な構成要素の有無によって災害発生時に被害を生じる恐

れがあるか，すなわち対策を要する可能性のある施設で

あるかを判断し，その判断結果をもとに道路ネットワー

クの接続性を分析することで，補修や補強などの対策を

優先的に実施すべき道路を把握するための手法の開発に

取り組んできた9)．この方法では，発災後に各種災害対

応を実施する上で道路ネットワークに要求される「災害

対応のための各種拠点施設間の接続性を確保する」とい

う視点に重きを置き，接続の可能性が高い経路の中から

対策の優先箇所を抽出していた．一方で，発災後の災害

対応という点では，単に対応が実施できるだけでなく，

可能な限り迅速に実施される必要があるが，この点は考

慮されていない．そこで，本研究ではこのような災害対

応の迅速性を確保する，すなわち経路の長さも同時に考

慮した手法への改良を試みる． 
 
 
2. 既往研究の整理と本研究の位置付け 
 

本章では，1章に示した研究の目的に沿い，道路ネッ

トワークの信頼性，脆弱性評価の観点から既往研究を整

理し，本研究の位置付けを示す． 
 

(1) 道路ネットワークの信頼性・脆弱性に関する研究 
まず，道路施設の維持管理を実施する各自治体でどの

ような評価が行われているか整理する．地震災害のよう

に，被災地域が広範囲に及ぶような災害では，道路区間

単体の被害の可能性を評価するだけでなく，ある区間の

被害が道路ネットワーク全体にどのような影響を与える

か，すなわち接続性を分析することが重要となる．利用

される経路の中でも特に重要な区間を把握することや，

途絶時の影響が高い区間を把握することは，効果的な対

策を検討する上で有用となりえよう．しかし，自治体の

被害想定では，あるメッシュ内での被災箇所数や一部の

道路の通行可能確率を評価するに留まっている例がほと

んどであり，先に述べた接続性を考慮した分析はほとん

ど実施されていない．いくつかの自治体で，通行可能性

の予想という形で，道路ネットワーク全体としての接続

性を視野に入れた分析を行っている例えば10),11)が，高速道

路のインターチェンジ間の不通確率や路線ごとの被害箇

所数での評価に留まっている． 
 災害時も視野に含めているとされる連結信頼性の分野

では，例えば，若林12)は道路網における信頼性を任意の

地点間において，あるサービスレベル以上での走行移動

が保証される確率的指標と定義して，各道路区間の信頼

性を評価する確率重要度を提案している．更に若林ら12)

では確率重要度の課題であった信頼度の高い区間の信頼

度を更に改善することは困難であるという点を改良した

クリティカリティ重要度を提案している．一方で，これ

ら研究12),13)では，信頼度とは平時の交通量で決定される

ものであり災害に対する脆弱性は考慮されていない． 
 安藤・喜多14)は災害規模を考慮した連結信頼性による

道路施設の補修・補強のための整備計画策定手法を提案

している．ただし，本手法では連結確率の精緻な設定が

必要となるが，1章に指摘したように，道路の被害確率
を精緻に推定することは現状では困難である． 
脆弱性の概念に着目した原田ら15)は災害発生時の影響

評価のために，接続性が著しく低下する弱点箇所を把握

するための方法として接続脆弱性評価手法を提案してい

る．原田ら15)は落石や斜面崩壊，深刻な交通事故といっ

た単一の道路区間が途絶する状況を想定した評価の枠組

みであり，地震や洪水のような複数の道路区間が同時多

発的に途絶する事態は想定されていない． 
効果的な防災対策を実施するためには，どこが道路ネ

ットワークの構造上重要となるかを把握することは重要

であり，この点で以上の既往研究はその要請に応えてい

る．一方で，道路ネットワークの構造としての重要区間

と災害に対する危険箇所は必ずしも一致しない．防災対
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策はネットワーク上で重要でありながら，更に災害時に

危険が想定される箇所において実施されるべきである．

しかし，これの既往研究では後者の災害に対する危険箇

所は考慮されていない．また，災害時を想定した場合に

は道路の連結確率に相当する被害確率や災害時の交通量

といった評価に要する入力データを推定することに困難

が伴うこともまた，防災対策を検討するために道路ネッ

トワークを評価するという目的においては課題となる． 
 
(2) 本研究の位置付け 
 先に指摘したように，防災対策を実施すべき箇所を検

討するという点では，道路ネットワークの機能を精緻に

評価できたとしても，評価に要するデータの推定に困難

が伴うことや，災害に対する危険箇所を考慮しないのは

不十分であると考えられる．  
 災害に対する危険箇所を考慮して防災対策を検討する

手法として，家田ら16)や大澤ら17)の手法がある．ここで

は道路ネットワークの接続性は旅行時間の増減によって

評価されている．円滑な緊急輸送や災害対応のための交

通行動を確保するという視点では旅行時間による評価は

望ましいと言えよう．しかし，災害発生後の被災地の道

路状態や交通状態の予測には困難が伴う．予期せぬ混雑

や道路被害により想定した旅行時間で走行できないこと

も考えうる．すなわち，平時の道路条件に基づいた旅行

時間による評価も必ずしも適切とは限らないと言える． 
前節及び以上の議論から，交通量や旅行時間に依らな

い指標を用いた評価手法を検討することの意義が指摘さ

れる．交通機能に関する他の代表的な指標として，道路

容量が考えられる．道路の被災によって道路容量が減少

すれば，平時には発生しえなかった混雑が発生する可能

性があり，重要な指標の1つと言える．ただし，交通容
量を指標とする上では発災からの時間軸の捉え方が重要

となる．交通容量の不足による問題は，発災からある程

度時間が経過し，生活再建・復興に向けた活動が開始さ

れる中で日常の交通需要が回復し始める段階になって特

に顕在化すると考えられる．発災直後にも避難行動に起

因する混雑の発生が想定されるが，これは道路の被災に

よる道路容量の低下以外に，同一時期に同一方向への交

通需要が大量に発生することの影響が大きい．このよう

な状態では，例え平時とほぼ同様の健全な状態の道路が

多数残ったとしても，渋滞の発生を避けることは困難で

あろう．このような避難時の混雑回避については道路容

量の確保ではなく，避難誘導など避難計画的視点からの

対策が重要になると考えられる． 
 本研究では，発災からの時間軸として特に発災直後に

着目する．すなわち，緊急輸送や災害対応のための交通

行動が最低限実施できるよう，災害対応上の重要な拠点

間の接続性を確保するために防災対策を実施すべき道路

区間を評価することを目的とする．拠点間の接続性を低

下させる要因の全てを取り除くことは，昨今の財政事情

を鑑みれば非常に困難であり，このような中でも効果的

な防災対策を実施するためには，拠点間の接続性を低下

させる要因（被災リスク）を低減するという考え方が必

要となる．本研究では拠点間の経路上に存在する災害に

対する危険箇所数を被災リスクとして捉え，拠点間の接

続性を評価する．また，本研究ではある条件下で最適な

対策案を提案するのではなく，比較的簡便な手法を提案

することで，防災対策を検討する際の検討材料として活

用されることを期待している． 
 以上は筆者らがこれまでに提案した手法9)と本研究と

における共通点である．すでに述べたように，発災後の

災害対応が実施されるためには，それら対応のための拠

点施設間が走行可能な道路で接続されていることは最低

限の条件である．しかし，理想的にはそれら対応は円滑

に実施されることが望ましく，このためには接続性を確

保するだけでは不十分であり，可能な限り短い経路で接

続性を確保するという視点へ改めることが望ましい．そ

こで，本研究では既往の手法9)に対して，所定の距離を

満足するような経路のみを抽出する制約を付加すること

で，発災後における災害対応の確実性と迅速性の向上を

両立させることを試みる． 
 なお，本研究ではすでに述べたように，特に発災直後

の最低限の緊急輸送・災害対応の実施に着目しており，

提案する手法は道路啓開戦略や被災道路の復旧戦略をも

カバーするものではない．災害時の道路交通問題に関す

るこれら異なる視点・目的を有する手法とは補完的に用

いるべき手法であると言える．  
 
 
3. 危険箇所を考慮した接続性評価法の概要 
 
(1) 危険箇所の定義と設定方法 

 道路ネットワークにおける災害に対する危険箇所とは，

災害時に当該箇所が被害を受けることで，道路を通行不

能たらしめる可能性がある箇所と定義する．例えば，地

震であれば建物の倒壊による道路閉塞，橋梁の落橋や損

傷による通行不能，切土や盛土，斜面などの土構造物の

崩壊による閉塞や路面崩壊による通行不能などが考えら

れ，大雨による河川氾濫であれば，越水による道路の浸

水や土構造物の崩壊による道路閉塞や路面崩壊による通

行不能などが考えられよう．どのような要素・要因を危

険箇所として定義すべきかについては，今後の議論が必

要な課題とし，本研究では提案手法の有効性を検証する

ためのケーススタディでは，いくつかの要素・要因を考

慮した危険箇所の設定を行う．具体的には，大澤ら9)で

採用した災害想定，危険箇所の設定方法と同様のものを
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用いる．なお，これには手法の比較・検討の意味もある． 
 
(2) 接続性評価の基本的な考え方 

すべての危険箇所に対策を実施することは，昨今の社

会情勢・財政状況から明らかに困難であるため，少ない

投資で対策効果を可能な限り高めることが望ましい．こ

のような視点では，各弱点箇所の対策費用や被災した場

合の復旧費用の大小，復旧にかかる時間の大小によって

対策箇所を選定するという方針が考えられる．しかし，

危険箇所はある程度地域の特性によってその要素が偏る

と想定されることから，前者の方針下では安価な要素へ

の対策が優先され，地域間で対策の格差を生じる可能性

がある．また，後者の方針下では復旧時間の予測結果が

評価を大きく左右するが，同じ道路の同じ危険箇所でも

被害の規模によって復旧時間は大きく変動する．これま

での被災経験から道路被害に関する様々な知見が蓄積さ

れているが，被害規模を精緻に予測することは現時点で

は困難である．そこで，本研究では，当初の目的が「あ

る防災拠点間の接続性を高める」ことにあり，このため

には拠点間の経路上にある危険箇所を除去する必要があ

ることに立ち返った方針を設定する．具体的には，拠点

間の経路について，通過する危険箇所数が最も少なくな

るような経路を選定し，当該経路上の危険箇所を有する

リンクを対策の候補とすることを基本的な考え方として

設定する．ただし，すでに述べたように通過する危険箇

所数が少なくとも，それが所定の距離を満足しない，す

なわち平時の最短経路距離に対して長大な経路であるた

めに，災害対応の迅速性が損なわれる可能性がある経路

である場合は，対策候補の経路から除外し，次に危険箇

所の少ない別の経路を対策候補の経路として抽出する．

以上のような考え方によって，危険箇所の要素の種類を

同等に扱うものの，その数の大小に着目することで，一

部の要素や地域へ対策優先度が偏ることを抑制する．ま

た，拠点間の接続性をより頑強なものとするために重複

しない2本の経路を選定する．複数経路を抽出する際の
考え方としては，重複を許して純粋にコストの小さい順

に経路を抽出するというものもあるが，一般的にコスト

の大小関係が似通った順番同士の経路については，経路

を構成するリンクの内容もまた似通ったものである場合

は多い．この考え方を採用した場合，危険箇所が最も少

ない2本の経路を抽出できるが，それらはリンクの構成
に共通点が多く，あるリンクが災害時に通行不能になっ

た際に，同時に2本の経路を使用不能としてしまう恐れ
がある．こうした事態を避けるための考え方が，先に述

べた「重複しない2本の経路を抽出する」ということに
つながる． 
以上の経路選定を全拠点ペアに対して実行し，危険箇

所を有するリンクごとに，経路に選択された回数を集計

する．最後にこの累積値をリンクの危険箇所数で除し，

1危険箇所あたりの経路数に換算した値をリンクの対策
優先度評価値とする．なお，対象とするリンクを危険要

素を有するリンクに限定したが，弱点箇所のないリンク

は対策の必要がないために優先度評価の対象からは除外

したものである．以上より，弱点箇所を有するリンク

（弱点リンク）の対策優先度評価値は式(1)で表される． 

𝐸𝑎 =
1

𝑁𝑎
𝑤
∑𝛿𝑎,𝑖

𝑁𝑟

𝑖=1

                                        (1) 

ここで，𝐸𝑎：弱点リンク aの対策優先評価値， 
𝑁𝑎
𝑤：弱点リンクaの弱点箇所数，𝑁𝑟：全経路数， 

𝛿𝑎,𝑖：弱点リンクaがi 番目の経路に含まれるとき1，そう
でないとき0 
 
(3) 単純仮想ネットワークを用いた接続性評価例 

 図-1に，危険箇所の集計から接続性評価までの一連の

フロー図を示す．このフロー図に従い，図-2に示す単純

ネットワークを用いて，前項に示した考え方に基づく接

続性の評価例を示す． 
図-1に示すように，接続性評価はリンクの危険箇所数

の集計プロセスとリンクの対策優先評価値の算出プロセ

スの2段階構成で実行する．危険箇所数の集計にあたっ
ては，想定する災害の種類によって適切な要素を設定し，

各要素に該当する危険箇所が対象とする道路ネットワー

ク上にどの程度存在するか，対応する道路施設の管理デ

ータなどから設定することになる． 
危険点箇所数が確定したら，その値をリンクコストと

したネットワークを作成する．このネットワークで最短

経路探索を実行することで，基本的な考え方に示した

「危険箇所の通過数が少ない経路」を求めることができ

る．2つ求める経路のうち，1番目に求める経路を第1選
択経路と呼ぶ．仮に経路距離の条件を満足する経路が一

度で選定できる場合には，第1選択経路は，Dijkstra法な
どの経路探索アルゴリズムを用いることで容易に求まる．

2番目に求める経路を第2選択経路と呼ぶ．第2選択経路
については，南ら18)の考え方を参考に，第1選択経路を
削除したネットワーク上で再度最短経路探索を実行する

ことで求める．この時，原田ら15)が指摘するように，正

しく最短経路を求めることができない場合が発生しうる．

この場合には，第1選択経路に含まれるリンクを通過し
ないと目的地へ到達できない場合には，そのリンクのみ

通過を許すという緩和条件を設ける（図-3参照）．経路

距離の条件が満足されない場合であっても，基本的な考

え方は上記から逸脱しない．ただし，条件を満足したか

った経路の次に通過する危険箇所数が少ない経路を抽出

するために，k番目経路探索の手法を援用する．k番目経
路探索とは，その名の通り，あるODペアについて，コ
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ストがk番目となる経路を求める手法である．この問題
を解くための手法はこれまでに数多く提案されているが，

手法の差異は計算の効率性にあり，最終的な結果に差異

はない．本研究ではk番目経路探索の一般的な手法の1つ
であるEppsteinの方法19)を使用する．k番目経路探索を用
いるタイミングは，図-1に示したように，第１・第2各
経路をDijkstra法を用いて抽出する段階で，所定の距離を
満足しない経路が現れた時である．この際にk番目経路
探索を実行し，まず通過する危険箇所数が2番目となる

経路の距離をチェックし，距離の条件を満足していれば

その経路を選定し，満足していない場合は更に3番目の
経路距離をチェックし……というのを，距離の条件を満
足するk番目の経路が現れるまで繰り返す．経路探索自
体は危険箇所数をコストとして実行しているため，k番
目経路はkの値が大きくなるにつれて危険箇所数が増大
するような特性を持っている．すなわち，1番目から順
にその経路距離をチェックしていくという方法を採用す

ることで，距離の条件を満足する経路の中で最も危険箇

 
図-1 危険箇所と k番目経路探索に基づく接続性評価のフロー図 

経路通し番号i：i = i +1
経路番号 k：k = 1

要素 sに関する各リンクの危険箇所の算定

第1選択経路の削除
（第1選択経路上のリンクのコストを∞に）

リンク弱点箇所数の集計

危険箇所の要素番号の更新：s = s +1

危険箇所の全要素に
ついて設定したか?No

Yes

各リンク a の弱点箇所数   
 を確定

リンクの対策優先評価値の算出

第1選択経路の探索（Dijkstra法）

経路通し番号i：i = i +1
経路番号 k：k = 1

第1選択経路上のリンクコストを元に戻す

第2選択経路の探索（Dijkstra法）

すべての拠点間で
経路探索したか？

No

拠点ペア番号p：p = p +1

Yes

各リンクの対策優先評価値𝐸𝑎の確定

各リンクのコストを危険箇所数に
設定したネットワークの作成

経路が所定の距離を
満足しているか?

Yes

k番目経路探索 (Eppsteinの方法)

経路が所定の距離を
満足しているか?

経路番号 kの更新：k = k + 1

No

No

経路が所定の距離を
満足しているか?

k番目経路探索 (Eppsteinの方法)

経路が所定の距離を
満足しているか?

経路番号 kの更新：k = k + 1

No

No

Yes

Yes

Yes

k 番目経路探索(第1経路の選定)

k 番目経路探索(第2経路の選定)
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所数が少ない，つまり相対的には災害時に接続性が保た

れる可能性が高い経路が抽出される．故に，災害対応の

確実性と迅速性とが両立されると考えられる． 
 図-2のような条件を持つ単純仮想ネットワークにおい
て，以上のような手順で対策優先度の評価を実施すると，

図-4に示すような経路が抽出され，各リンクの対策優先
評価値は表-2のような結果となる．リンク12は危険箇所
数が1箇所で更に通過する経路数が2本であるため，対策
優先度が最も高く評価されている．次点のリンク1，2は
危険箇所数が2箇所で通過する経路数が2本であり，リン
ク6，9は危険箇所数が1箇所で通過する経路数が1本であ
るため，同率の評価値になるという結果となった．図-2
に示したように，今回は所定距離（距離条件）として，

距離が10以上となる経路は，どれだけ危険箇所の少ない
経路であっても，対象から除外している．図-5に距離に
条件を設けなかった場合の経路の抽出結果を示す．図-4
と図-5を比較すると，拠点ペア1では本来の第1経路が距
離条件を満たさないため，その代替経路が抽出されてい

ることがわかる．ここで選ばれた第1経路は目的のノー
ド9へ到達するために1箇所は通過しなければならないリ
ンクの全てが含まれているため，第2経路では最低限の
重複として，リンク1を共有するような経路が抽出され
ている．拠点ペア2の場合は，拠点ペア1の場合と同様に
第1経路が距離条件を満足しないため除外され，それに
変わる経路が抽出されている．第2経路については変化
は見られない．以上のように，距離の制約を課すことで，

距離を考慮しなかった場合とは異なる経路が抽出され，

場合によっては第1，第2経路とで，距離制約の有無で経
路の構成が大きく変わる可能性もあることが示唆された． 
 

 

4. まとめと今後の課題 

 
本研究では，災害発生時に災害対応の拠点となる施設

間の接続性を確保し，円滑な災害対応を実施可能とする

 

図-2 単純仮想ネットワーク図 

 

図-3 第2選択経路探索の緩和条件 説明図 

 

図-4 単純仮想ネットワークでの経路抽出結果 

 

表-2 単純仮想ネットワークでの対策優先度評価結果 

リンクNo Ea 優先順位 

1 1.00  2 

2 1.00  2 

3 0.00  11 

4 0.50  8 

5 0.67  6 

6 1.00  2 

7 0.00  11 

8 0.25  9 

9 1.00  2 

10 0.67  6 

11 0.20  10 

12 2.00  1 

 

1 2 3

4 5 6

7 8 9

拠点ペア
No.

出発ノード
No.

到着ノード
No.

1 1 9
2 7 3

1
2 2 凡

例

リンク
No

危険
箇所数

リンク
距離

拠点ペア設定

2
2 4

3
1 3

4
4 2

5
3 2

6
1 2

7
6 3

11
5 2

12
1 3

8
4 2

9
1 3

10
3 2

所定距離（距離条件）：10

O D

第1選択経路

第2選択経路

重複を許す区間：
代替リンクがない

重複を許さない区間：
代替リンクがある

1 2 3

4 5 6

7 8 9

1 2 3

4 5 6

7 8 9

拠点ペア1：経路探索結果 拠点ペア2：経路探索結果

：出発ノード

：到着ノード ：第2選択経路

：第1選択経路

 
図-5 距離制約なしの場合の経路抽出結果 

1 2 3

4 5 6

7 8 9

1 2 3

4 5 6

7 8 9

拠点ペア1：経路探索結果 拠点ペア2：経路探索結果

距離：11

距離：11

：出発ノード

：到着ノード ：第2選択経路

：第1選択経路
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防災対策を検討するためには，道路ネットワーク上の災

害に対する危険箇所を考慮した上で，更に施設間を接続

する経路の距離にも制約を設けることが，災害時におけ

る道路ネットワークの接続性を評価する上で重要である

とことを指摘した．これを踏まえて既存研究 9)で提案さ

れた防災拠点間を経路上の危険箇所が最も少なくなるよ

うな経路を評価する手法を改良し，経路上の危険箇所は

可能な限り少なく，かつ所定の距離を満足するような経

路を評価する手法を提案した． 
提案手法の有効性は単純仮想ネットワークにおける試

算から検証を行ったものの，実道路ネットワークにおけ

る試算は行っていない．講演時には実際の道路ネットワ

ークを用いた試算及び，その結果を踏まえた本提案手法

の有効性に関する考察を示す．  
本研究では拠点ペアごとに，通過する弱点箇所の総数

が最小となる 2本の経路を評価しているため，拠点ペア
全体で通過する弱点箇所の総数が最小となるような最適

な経路を求めた場合と結果が異なることが予想される．

この点は今後取り組むべき課題と言える．また，拠点間

の移動経路として 2本のみを考えたが，それ以上の本数
を考慮することにも検討の余地がある． 
 また，本研究では単に道路網上の危険箇所数に着目し

た指標を提案しており，危険箇所の種類ごとに異なる対

策費用や被災した場合の費用や復旧時間の議論に踏み込

んでいない．防災対策上，これら要素をいかに扱うべき

かは今後の重要な課題と言えよう． 
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